
informationお知らせinformationお知らせ 四万十町人事行政　　の運営等の状況
 「四万十町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」の規定に基づき、四万十町における平成30年度人事行政
の運営等の状況を公表します。

【分限処分】職員がその職責を十分に果たすことができない場合に行われる、
　　　　　職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分。

■職員の任免および職員数に関する状況　
（1）職員数の状況

（2）任用・退職の状況
（注）職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、臨時または非常勤務員を除いています。

※条例の規定により任命権者が認める場合に限り、例外的に営利企業
　などに従事する許可を得ることができます。

（各年4月1日現在）
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その他（在職期間の通算によるもの）
退　職

・事務配分の見直し（１）

・機構改革業務増加のため、まちづくり推進室を拡充（１）

・予定外の職員の退職（▲１）

・介護業務増加のため、介護支援専門員の配置（２）

18 ▲216

29 029

・事務配分の見直し（▲２）

・事務配分の見直し（１）

■職員の勤務時間その他の勤務条件に関する状況 ■職員の休業に関する状況

■職員の服務の状況
（1）営利企業などの従事許可申請の状況

■職員の研修および人事評価の状況
（1）職員の研修の状況（職種別研修を除く）

■職員の福祉および利益の保護の状況
（1）職員の福利厚生事業の状況

（2）公務災害補償の申請状況 ■高知県人事委員会からの状況報告

■職員の分限および懲戒処分の状況
（1）分限処分の状況

【懲戒処分】職務上の義務違反など、公務員としてふさわしくない非行があった場合に行われる処分。

（2）懲戒処分の状況
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子が3歳に達する
までの期間

取得者数
15人育児休業

区　分

心身の故障

降任

0件

免職

0件

休職

4件

降給

0件

計

4件

計

2件

区　　分

地方公務員法等に違反

区　分

公務災害

職員の勤務条件に関する措置の要求
職員に対する不利益処分に関する不服申立

要求件数　0件
申立件数　0件

件　数

2件

公務災害の概要
通勤災害、

左環指針刺し刺傷

許可件数

研修機関

事　項 対象者等
四万十町

【特記事項】　高知県市町村互助会会員数　３０５人　（平成30年4月１日現在）

高知県
市町村互助会

希望職員
実施金額
1,234,994円

該当職員・希望職員
給付事業・短期人間ドックの利用助成・
保養施設利用助成・厚生事業・貸付事業・
退職福祉部事業・団体定期保険事業

16,538,600円
（内会員掛金額）
10,467,800円

法定健康診断

勤勉手当 昇　　給
上位
０．３５％分布率

標準
９９．３％

下位
０．３５％

上位
０％

標準
９９．６５％

下位
０．３５％

こうち人づくり広域連合

高知県商工労働部
全国市町村国際文化研修所

研修区分 研修内容 受講者

６１名

８６名

２名

４名

階層別
研修

能力向上・
開発研修

地域力創造研修 広域連合企画

４名政策研究共同事業 政策研究共同事業、政策づくり入門研修

著作権セミナー―
１名

２２名
２４名
２３名
１３名
１５名
７４名
３５名
３８名
４名
９名
７２名
４５名

会計検査実務のポイント―

町独自の主な研修 ―

20件（農業や地区長などが含まれます）

※法律または条例の定めに該当する場合、限定的にその職務専念義務
　免除が認められています。

（2）職務専念義務免除の状況

（2）人事評価の状況

区　　　分

厚生に関する計画の実施に参加する場合

その他特別の事由がある場合

承認件数

10件

　0件

平成２８年度から、職員の能力と業績に基づく人事評価制度を本格実施し、その評価結果を
勤勉手当と昇給に反映しています。また、人事異動、人材育成などに活用しています。

〔お問い合わせ先〕　総務課　☎22-3111

衛　生

15

・福祉業務増加のため、社会福祉士の増員（１）
・事務配分の見直し（２）
・臨時対応していた保育士の雇用（２）

・事務配分の見直し（▲１）

減給

0件

停職

0件

免職

0件

戒告

2件

Ｈ30.1.1～Ｈ30.12.31

新規採用、５年目、１０年目、係長、課長補佐、課長、基本研修（一般）、基本研修
（管理職）、トップセミナー

政策法務入門、地方自治法、民法、基礎から学ぶ複式簿記、決算書の見方、公会計制度
（基礎）、行財政問題研究、先進事例研究セミナー、会計年度任用職員制度の整備、契約
事務基礎、起案文書作成基礎務、パソコン集合、ｅ-ラーニング、リスクマネジメント、メンタル
ヘルス、タイムマネジメント、50歳からのキャリアプラン、ハラスメント、BCPの点検と実務

人事評価制度研修
人事評価制度　期中面談研修
人事評価制度　業績・能力評価研修
人権研修
接遇研修（リフレッシュセミナー）
特定個人情報保護 安全管理措置研修
ストレスチェック制度職員説明会
クラウドファンディング研修
ビジネスメール講習
複式簿記・決算書講座
会計年度任用職員制度研修
クレームリスクマネジメント研修

勤勉手当と昇給への反映状況（平成30年度の評価結果の反映）

部門行政特別

13 12四万十町通信一令和元年10月号四万十町通信一令和元年10月号


